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平成２９年度第１回府中市'情報公開・個人情報保護審議会次第

平成２９年８月２２日（火）午後２時～

府中市役所北庁舎３階第４会議室

会ｌ開

已議題

（１）審議事項

ア電子計算組織の結合の制限について

(２））報告事項

ア個人情報取扱事務届出の一覧について

イ府中市個人情報の保護に関する条例の改正について

その他３

会閉４

１
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府''１市情報公開・Il1il人情報保護審議会

会艮一力'１藤｜嫌之様

高 野律府中市長

'－．．一年--.句1.-.,.--■べ－記一軒ｎＰ９Ｐ々U戸』かvDP-1～ユゴ｡

個人!',';報の取扱いについて（諮問）

本１１iにおいて、新たに開始するlill人情報を取扱う事務等のうち、府中

ilTll1Iil人'lili報の保護に関する条例第１ら条第1項第２号の規定により、府

'''11｢'ｌｌｌｉ報公開・(１，M人''１４『報保i護雰議会に諮問する事務は、別紙諮問事務一・

Iijij炎に掲げるとおりです．Ｏ

つきましては、当該事務において、ＩｌＡｌ人'|宵報を処｣ｉｌＩ１するため、市の電

子lil樟:組織と[!《|、他の地力公共団体その他市以外のものの電子計算組織

との皿｛詩|両1線を結合することのijJ否について、ご意見を答申くださいま

すよう、お願いＩＩＬあげます。

２



諮問事務一覧表

条例第１５条第１項第２号の規定により諮問する事務(電子計算組織の結合の制限）

CＪＤ

鰄
垂
］

ＮＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

事務の対象と
なる個人の範囲

電子計算組織の結合先 提供する情報の内容
電子計算組織を
結合する理由

事務を所管する課

１
被災者生活再建支援
業務

全市民
被災者生活再建支援システ
ム

住民基本台帳I情報
家屋台帳情報

罹災証明書の迅速な発行
のため

防災危機管理課



情報公開・個人'情報保護審議会資料 平成２９年８月２２曰

行政管理部防災危機管理課

被災者生活再建支援業務について

１概要

災害発生後、被災者の避難生活のためには各支援が早期に必要となり、

被災者の避難生活の解消から生活復興を実現するまでの道のりを直接的、

間接的に支える業務となります。

２業務内容

（１）被害認定調査業務

発災後、住基・家屋情報等を専用端末にインポートし、被害認定調査

票を発行します。その調査票を使用して家屋の被災状況を調査します。

（２）罹災証明書発行業務

被害認定調査の結果を被災者生活再建支援システムに読込み、データ

化された調査結果を被災者に確認した上で罹災証明書を発行します。

（３）被災者台帳作成業務

罹災証明書発行により受給した各支援をもとに被災者台帳を作成し、

被災者の支援状況を管理します。

３システム構成等について

被災者生活再建支援システムは、自治体が個別に機器の導入・構築をす

るＣ／Ｓ版システムと、都内の自治体が共同でシステムの導入・構築を行う

共|可利用型システム（別紙１）があり、府中市は後者のシステムを導入し

ます。

４個人情報の取扱いについて

共同利用型システムを使用するにあたり、住基・家屋情報を、本システ

ムを運用する委託会社のサーバにインポートすることが必須となります

（別紙２）。なお、インポートは住基・家屋,情報をＣＳＶファイルにし、シ

ステムにアップロードする方法で行います。

－４－
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※発災当曰又は前日の､被災者台帳作成に必要な住民データ(住基情報)をインポートする
※必須項目以外は、自治体ごとに任意でインポート可能
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被災者生活再建支援システム

E;:LLjIEljiZlL
LGWAN端末に

ファイル移動

-→□臺霧圏一今 ｉ－－－＞ ごｌｐｊイリ「

サーノ《

自治体様式 指定形式C5V ULGWAN端末CSVﾌｧｲﾙをシステム

！■中空胸薯面か＆データ

※発災時から直近の､被災者台帳作成に必要な家屋データをインポートする

※必須項目以外は、自治体ごとに任意でインポート可能
ｌ家屋データ
8－－－－

○〕
Ｉ被災者生活再建支援システム
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－□
自治体様式
データ

変換
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資料３

報告事務一覧表

する事務に目録に追加

糀
但
鰯

除する事務から削
ＮＣ

■■■■
■■■

既に届け出た事務の内容を変更するもの

７

NＣ

舌
一

人 青幸ilをＥヌリ扱っ事務の名称 事務を所管する課

１ 被災者生活再建支援業務 防災危機管理課

２ ごみ減量化処理機器貸出事業 ごみ減量推進課

３ 剪定枝破砕機貸出事業 ごみ減量推進課

４ 認知症初期集中支援チーム 高齢者支援課

NＣ 値 人 青幸ilを取り扱う事務の名刑［ ｳﾞﾘ除理由 事務を可 管？
￣

る課

１ 府中ジュニアウィンドオーケストラ
事業主体が変更となっ
たため

文化生涯学習課

２ 府中少年少女合唱団
事業主体が変更となっ
たため

文化生涯学習課

NＣ 人 胃卒Niと月Ｘり]>B２つ事ｲﾂｳの治稲

Ｐ
１

事務を河:管する課

国民健康保険資格事務 保険年金課



資料４

府中市個人情報の保護に関する条例の改正について

１趣旨

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（以下「番号法」といいます｡）の－部改正により、地方公共団体が独自に個人

番号を利用することとした事務（以下「独自禾１１用事務」といいます｡）について

も、個人情報保護委員会規則で定める要件を満たすものに限り、番号法で定め

られた個人番号を利用することができる事務（以下「法定事務」といいます｡）

と同様に、情報提供ネットワークシステムを使用して、他の地方公共団体等と

情報連携を行うことが可能となりました。

このことに伴い、本市においても、独自利用事務の情報連携に関し、地方公共

団体が他の地方公共団体等と情報連携を行った際に記録し、保存することが義

務付けられている情報提供等に関する事項（以下「情報提供等記録」といいま

す｡）の取扱いについて、必要な事項を定めました。

２改正内容

’１１情報提供等記録の定義

番号法において､法定事務における情報連携の規則が定められていますが、

それらの規則を独自利用事務にも準用するよう改正しました。

８

新 |日

(用語の定義）

第2条この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(1)～(5)（略）

(6)情報提供等記録番号法第23条第１項

及び第２項(これらの規定を番号法第26条

において準用する場合を含む。）に規定す

る記録をいう。

(用語の定義）

第2条この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。

(1)～(5)（略）

(6)情報提供等記録番号法第23条第１項

及び第２項

る記録をいう。

に規定す



'２１特定個人情報の訂正をした場合の通知先

独自利用事務も,情報連携が可能になったことから、その事務を行う、条例

事務関係'盾報照会者と条例事務関係’盾報提供者を情報提供等記録に記録され

た特定個人情報の訂正をした場合の通知先に追加しました。

９

新 |日

(開示等の実施）

第27条（略）

2～５（略）

６自己に関する情報提供等記録に記録された

特定個人』情報の訂正をした場合において、

必要があると認めるときは、実施機関は、

その旨を請求者、総務大臣及び番号法第1９

条第7号に規定する情報照会者若しくは情報

提供者又は同条第８号に規定する条例事務関

係情報照会者若しくは条例事務関係情報提

供者(当該訂正に係る』情報提供等記録に記録

された者であって、当該実施機関以外のも

のに限る。）に対し、通知するものとする。

(開示等の実施）

第27条（略）

2～５（略）

６自己に関する'情報提供等記録に記録された

特定個人情報の訂正をした場合において、

必要があると認めるときは、実施機関は、

その旨を請求者、総務大臣及び番号法第1９

条第7号に規定する情報照会者又は情報提供

者

(当該訂正に係る1情報提供等記録に記録

された者であって、当該実施機関以外のも

のに限る。）に対し、通知するものとする。



府中市個人情報の保護に関する条例

○府中市個人情報の保護に関する条例

平成15年６月20日

条例第８号

平成27年９月25日条例第26号

平成27年12月２１曰条例第30号

改正平成17年９月30曰条例第18号

平成27年12月２１日条例第28号

目次

第１章総則(第１条～第５条）

第２章個人情報の収集(第６条～第９条）

第３章個人情報の管理(第10条～第12条）

第４章個人'情報の利用及び提供(第13条～第15条）

第５章自己Ｉ情報の開示請求等の権利(第16条～第28条）

第６章苦情の申出及び審査請求(第29条～第38条）

第７章府中市情報公開・個人情報保護審議会(第39条）

第８章事業者等に対する措置(第40条～第42条）

第９章雑則(第43条～第47条）

第１０章罰則(第48条～第52条）

付則

第１章総則

（目的）

第１条この条例は、個人に関する情報の取扱いについての基本的事項を定め、府中市(以

下「市」という。）の実施機関が保有する個人情報の開示、訂正、削除等を請求する権利

を保障することにより、個人の権利利益の保護を図るとともに、市政の適正な運営に資す

ることを目的とする。

（用語の定義）

第２条この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。

（１）実施機関市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産

評価審査委員会及び議会をいう。

（２）個人情報個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く｡)で、

特定の個人が識別され、又は識別され得るものであって、実施機関が保有する文書、図

画、写真、フイルム及び電磁的媒体(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

１０



府中市個人'情報の保護に関する条例

認識することができない方式で記録されるための媒体をいう。以下同じ。）に記録され

るもの又は記録されたものをいう。

（３）電子計算組織一連の処理手Ⅱ|頁に従い電子計算機及びその関連機器を利用して事務

を処理する組織をいう。

（４）事業者法人(国及び地方公共団体並びに第４1条に規定する出資等法人を除く。）そ

の他の団体及び事業を営む個人をいう。

（５）特定個人情報行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律(平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個

人情報をいう。

（６）情報提供等記録番号法第23条第１項及び第２項（これらの規定を番号法第２６条

において準用する場合を含む。）に規定する記録をいう。

（平27条例２６．－部改正）

（実施機関等の責務）

第３条実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人』情報の保護に関し必要な措置を

講じなければならない印

２実施機関は､その所属する職員(地方公務員法(昭和25年法律第261号)第３条第２項及び

第３項に定める一般職及び特別職の職員をいう。以下同じ。）に対して、個人情報の取扱

いに関する教育を行い、指導及び監督に努めなければならない。

３実施機関の職員は、その職務に関して知り得た個人情報を漏らしてはならない。その職

を退いた後も、同様とする。

（市民の責務）

第４条市民は､個人に関する情報の保護の重要性を認識するとともに、相互に個人の権利

利益を尊重し、個人に関する情報の保護に努めなければならない。

（事業者の責務）

第５条事業者は、その事業の実施に当たっては、個人に関する情報の保護の重要性を認識

するとともに、個人に関する'情報の取扱いに適正を期し、個人の権利利益を侵害すること

のないよう努めなければならない。

第２章個人情報の収集

（適正収集の原則）

第６条実施機関は、個人情報を収集する場合は、個人情報を取り扱う事務の目的を明確に

し、当該事務の目的を達成するために必要かつ最小限の範囲内で、適法かつ公正な手段に

1１



府中市個人情報の保護に関する条例

よって行わなければならない。

（収集の制限）

第７条実施機関は、個人情報(特定個人情報を除く。）を収集する場合は、本人から収集し

なければならない。

２前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本人以

外のものから個人'情報(特定個人｣情報を除く。）を収集することができる。

（１）本人の同意があるとき。

（２）法令又は条例(以下「法令等」という。）に定めがあるとき。

（３）出版、報道等により公にされているとき。

（４）個人の生命、身体又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

（５）所在不明、精神上の障害等の事由により、本人から収集することができないとき。

（６）争訟、選考、指導等の事務で、本人から収集したのでは、その事務の目的を達成し

得ないとき、又は事務の適正な執行に支障が生じると認められるとき。

（７）他の実施機関から収集するとき。

（８）国又は他の地方公共団体から収集することが、事務の執行上やむを得ないと認めら

れるとき。

（９）前各号に掲げるもののほか、実施機関が第39条に規定する府中市情報公開・個人情

報保護審議会(第39条を除き、以下「審議会」という。）の意見を聴いて、公益上特に必

要があると認めるとき。

（平27条例２６．－部改正）

（収集の禁止）

第８条実施機関は、次に掲げる事項に係る個人情報の収集をしてはならない。ただし、法

令等の定めがあるとき､又は実施機関が審議会の意見を聴いて職務執行上特に必要である

と認めたときは、この限りでない。

（１）思想、信条又は信教に関する事項

（２）社会的差別の原因となる事実に関する事項

（３）犯罪に関する事項

（４）病歴その他の個人の心身に関する事項

（個人情報を取り扱う事務の届出等）

第９条実施機関は､継続して行う個人'情報を取り扱う事務を新たに開始しようとするとき

は、あらかじめ次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。
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（１）個人情報を取り扱う事務の名称

（２）個人１情報の利用の目的

（３）個人情報の内容

（４）個人情報の対象者

（５）個人情報の管理責任者

（６）前各号に掲げるもののほか、府中市規則で定める事項

２前項の規定による届出は､実施機関の職員又は職員であった者に係る事務については適

用しない。

３実施機関は､第１項の規定により届け出た事項を変更し、又は届出に係る事務を廃止し

たときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。

４市長は、第１項又は前項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項を速

やかに審議会に報告しなければならない。

５市長は、第１項又は第３項の規定による届出に係る事項について、目録を作成し、一般

の閲覧に供しなければならない。

第３章個人情報の管理

（適正管理の原則）

第１０条実施機関は、個人情報を管理するに当たっては、個人』情報の管理責任者を定める

とともに、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。

（１）個人'情報をその利用目的に照らして正確かつ最新のものとすること。

（２）個人情報の改ざん、滅失、き損その他の事故を防止すること。

（３）個人情報の漏えいを防止すること。

２実施機関は、管理する必要がなくなった個人情報については、速やかに廃棄し、又は消

去しなければならない。

（委託等に伴う措置）

第１１条実施機関は､個人情報の処理を含む業務の全部又は一部を実施機関以外のものに

委託するとき､又は指定管理者(地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項に規

定する指定管理者をいう。以下同じ。）に公の施設の管理を行わせるときは、当該業務を

受託するもの又は当該指定管理者に対して､個人情報の保護について必要な措置を溝Ｃさ

せなければならない。

（平17条例１８．－部改正）

（受託者等の責務等）
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第１２条実施機関から前条に規定する業務を受託したもの又は市の公の施設の指定管理

者は、個人情報の改ざん、滅失、き損及び漏えいの防止その他の個人情報の適正な管理に

ついて必要な措置を講じなければならない。

２前条の規定により実施機関から委託を受けた業務(以下「受託業務」という。）に従事し

ている者若しくは従事していた者又は前項の指定管理者に係る公の施設の管理に関する

業務(以下「管理業務」という。）に従事している者若しくは従事していた者は、受託業務

若しくは管理業務に係る個人情報を漏らし､又は受託業務以外若しくは管理業務以外の目

的で持ち出し、若しくは使用してはならない。

３受託業務に関するこの条例の規定は､市の区域外にある受託者に対してもその効力を有

する。

（平17条例１８．－部改正）

第４章個人情報の利用及び提供

（適正利用の原則）

第１３条実施機関は､収集した個人情報を事務の目的に即して適正に利用しなければなら

ない。

（目的外利用及び外部提供の制限）

第１４条実施機関は､個人情報の第９条第１項の規定により届け出た事務の目的の範囲を

超えた利用(以下「目的外利用」という。）をしてはならない。

２実施機関は､番号法第19条に掲げる場合を除き、個人情報の当該実施機関以外のものへ

の提供(以下「外部提供」という。）をしてはならない。

３前２項の規定にかかわらず、実施機関はⅥ次の各号のいずれかに該当する場合は、個人

情報(特定個人‘情報を除く。）の目的外利用又は外部提供(以下「目的外利用等」という。）

をすることができる。

（１）本人の同意があるとき。

（２）法令等に定めがあるとき。

（３）出版、報道等により公にされているとき。

（４）個人の生命、身体又は財産を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき。

（５）市の実施機関内で利用する場合、又は国若しくは他の地方公共団体に提供する場合

で、事務に必要な限度で使用し、かつ、使用することに相当な理由があると認められる

とき。

（６）前各号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて、公益上特に必要が
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あると認めるとき。

４実施機関は、前項の規定により外部提供をするときは、外部提供を受けるものに対し、

個人情報の使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を付し､又はその適正な

取扱いについて必要な措置を講ずることを求めなければならない。

５第１項の規定にかかわらず、実施機関は、府中市個人番号の利用に関する条例(平成２７

年12月府中市条例第28号)に定めがあるとき、又は個人の生命、身体若しくは財産を守る

ために必要である場合であって、本人の同意があり、若しくは本人の同意を得ることが困

難であると認められるときは、特定個人情報(情報提供等記録に記録された特定個人'情報

を除く。）の目的外利用をすることができる。

（平27条例２６.平27条例２８．－部改正）

（電子計算組織の結合の制限）

第１５条実施機関は、次に掲げる場合を除き、個人情報を処理するため、市の電子計算組

織と国、他の地方公共団体その他市以外のもの(以下「接続先機関」という。）の電子計算

組織との通信回線による結合を行ってはならない。

（１）法令等に定めがあるとき。

（２）前号に掲げるもののほか、実施機関が審議会の意見を聴いて、職務執行上特に必要

があると認めるとき。

２実施機関は､市の電子計算組織と接続先機関の電子計算組織との通信回線による結合に

より個人情報の処理を行っている場合において､個人情報の漏えい又は不適切な利用のお

それがあると認めるときは、接続先機関に対して報告を求め、又は必要な調査を行わなけ

ればならない。

３実施機関は、前項の報告又は調査により、個人｣情報の漏えい又は不適切な利用があると

認めるときは、あらかじめ審議会の意見を聴いて、個人'情報の保護を図るため、必要な措

置を講じなければならない。ただし、緊急かつやむを得ないと認めるときは、必要な措置

を講じた後、速やかにその内容を審議会に報告しなければならない。

第５章自己情報の開示請求等の権利

（開示の請求）

第１６条何人も、実施機関に対し、その実施機関が保有する自己に関する個人,情報(第９

条第２項の事務に係るものを除く。以下「自己情報」という。）の開示の請求(以下「開示

請求」という。）をすることができる。

２未成年者又は成年被後見人の法定代理人(特定個人情報にあっては、未成年者若しくは
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成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人(以下「代理人」と総称する。））

は、本人に代わって開示請求をすることができる。

（平27条例２６．－部改正）

（自己情報の開示）

第１７条実施機関は、開示請求があったときは、当該開示請求に係る自己情報が次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、開示しなければならない。

（１）法令等の規定により、開示することができないとき。

（２）個人の評価、診断、判断、選考、指導、相談等に関するもので、開示することによ

り、実施機関の事務の適正な執行に支障を生ずるおそれがあるとき。

（３）調査、争訟等に関するもので、開示することにより、実施機関の事務の適正な執行

に支障を生ずるおそれがあるとき。

（４）国又は他の地方公共団体から提供されたもので、開示することにより、その'情報を

提供した国又は他の地方公共団体の事務の執行に支障を生ずるおそれがあるとき。

（５）開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき。

（６）代理人による開示請求がなされた場合であって、開示することが本人の利益に反す

ると認められるとき。

（平27条例２６．－部改正）

（部分開示）

第１８条実施機関は、開示請求に係る自己情報に、前条各号の規定により開示しないこと

ができる自己情報(以下「非開示情報」という。）とそれ以外の自己情報がある場合におい

て、当該開示請求の趣旨を損なうことがないと認めるときは、非開示'情報を除いて開示し

なければならない。

（自己情報の存否に関する情報）

第１９条開示請求に対し､当該開示請求に係る自己情報が存在しているか否かを答えるだ

けで､第17条第５号又は第６号の規定に該当する非開示情報を開示することとなるときは、

実施機関は、当該自己'情報の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することがで

きる。

（訂正の請求）

第２０条何人も、実施機関が保有する自己情報に誤りがあると認めるときは、当該実施機

関に対して､当該自己情報の訂正の請求(以下｢訂正請求」という。）をすることができる。

２第16条第２項の規定は、訂正請求について準用する。
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（削除の請求）

第２１条何人も、実施機関が第７条第２項若しくは第８条ただし書の規定によらないで、

又は番号法第20条の規定に違反して自己情報を収集したと認めるときは､当該実施機関に

対して、当該自己情報の削除の請求(』情報提供等記録に記録された特定個人`情報に係る請

求を除く。以下「削除請求」という。）をすることができる。

２第16条第２項の規定は、削除請求について準用する。

（平27条例２６．－部改正）

（中止の請求）

第２２条何人も、実施機関が第14条第３項若しくは第５項の規定によらないで、若しくは

番号法第19条の規定に違反して自己情報の目的外利用等をしていると認めるとき､又はす

るおそれがあると認めるときは、当該実施機関に対して、当該自己'情報の目的外利用等の

中止の請求(情報提供等記録に記録された特定個人'情報に係る請求を除く。以下「中止請

求」という。）をすることができる。

２第１６条第２項の規定は、中止請求について準用する。

（平27条例２６．－部改正）
●

（請求手続）

第２３条開示請求、訂正請求、削除請求又は中止請求をしようとする者(以下「請求者」

という。）は、実施機関に対して、自己が請求に係る自己'情報の本人(代理人による請求に

あっては、当該代理人)であることを明らかにするために必要な書類を提出し、又は提示

して、次に掲げる事項を記載した請求書を提出するものとする。

（１）請求者の氏名及び住所

（２）請求に係る自己情報の内容

（３）訂正、削除又は中止の内容

（４）前３号に掲げるもののほか、府中市規則又は実施機関(市長を除く。）の規則その他

の規程(以下「市規則等」という。）で定める事項

（平27条例２６．－部改正）

（請求による一時停止）

第２４条実施機関は、訂正請求、削除請求又は中止請求があったときは、次条の決定をす

るまでの間、当該自己情報の利用又は提供を一時停止しなければならない。ただし、一時

停止によって実施機関の正当な職務執行に著しい支障を生じる場合は、この限りでない。

２実施機関は、前項ただし書の規定により一時停止をしなかったときは、その事実を速や
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かに審議会に報告しなければならない。

（請求に対する決定等）

第２５条実施機関は、第23条に規定する請求があったときは、請求のあった曰の翌曰から

起算して、開示請求の場合にあっては１０日以内に、訂正請求、削除請求又は中止請求の場

合にあっては30曰以内に、当該請求に対する決定(第19条の規定により拒否することとす

る決定及び当該請求に係る自己１情報を実施機関が保有していない場合の決定を含む｡以下

「開示決定等」という。）をしなければならない。

２実施機関は、開示決定等をしたときは、請求者に対し、その決定の内容を記載した書面

により通知しなければならない。

３実施機関は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に開示決定等をするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず、請求のあった曰の翌日から起算して６０

日を限度としてその期間を延長することができる。この場合において、実施機関は、速や

かに延長の期間及び理由を書面により請求者に通知しなければならない。

４実施機関は、開示決定等のうち請求を認めない決定(第18条の規定により自己情報の一

部を開示しないこととする決定､第19条の規定により拒否することとする決定及び当該請

求に係る自己情報を実施機関が保有していない場合の決定を含む。）をしたときは、第２

項の書面にその理由を付記しなければならない。この場合において、開示しないことと決

定した自己情報の開示しない理由がなくなる時期をあらかじめ明示できるときは､その時

期を明らかにしなければならない。

（第三者保護に関する手続）

第２６条開示請求に係る自己情報に第三者に関する情報が含まれているときは､実施機関

は、開示請求に対する決定に先立ち、当該情報に係る第三者に対し、開示請求がなされた

事実その他市規則等で定める事項を通知して､意見書を提出する機会を与えることができ

る。

２実施機関は､前項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該自己情報

の開示に反対の意思表示をした意見書を提出した場合において､開示請求を認める決定を

するときは､開示請求に対する決定の曰と開示する曰との間に少なくとも１４日間を置かな

ければならない。この場合において、実施機関は、開示請求に対する決定の後直ちに当該

意見書(第31条及び第３2条において「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、開

示請求に対する決定をした旨及びその理由並びに開示をする曰を書面により通知しなけ

ればならない。
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（平27条例３０．－部改正）

（開示等の実施）

第２７条実施機関は､第25条の規定により第23条に規定する請求を認める決定をしたとき

は、速やかに当該自己'情報について開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止をしなけれ

ばならない。

２自己情報の開示は､実施機関が第25条第２項に規定する書面で指定する曰時及び場所に

おいて行う。この場合において、請求者は、実施機関に対して、自己がその開示請求に係

る自己情報の本人(代理人による請求にあっては､当該代理人)であることを明らかにする

ために必要な書類を提出し、又は提示しなければならない。

３自己情報の開示は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、フイル

ムについては視聴又は写しの交付(マイクロフイルムに限る。）により、電磁的媒体につい

ては視聴、閲覧、写しの交付等(ビデオテープ及び録音テープにあっては視聴に限る。）

でその種別、情報化の進展状況等を勘案して市規則等で定める方法により行う。

４実施機関は、前項の視聴又は閲覧の方法による自己，情報の開示にあっては、その自己情

報が記録されたものの保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他合理的な理

由があるときは、その自己情報が記録されたものの写しによりこれを行うことができる。

５自己情報の訂正(情報提供等記録に記録された特定個人情報の訂正を除く。）、削除又は

目的外利用等の中止をした場合には、実施機関は、その旨を請求者及び当該個人情報の外

部提供を受けているものに対し、通知しなければならない。

６自己に関する情報提供等記録に記録された特定個人情報の訂正をした場合において､必

要があると認めるときは、実施機関は、その旨を請求者、総務大臣及び番号法第19条第７

号に規定する情報照会者若しくは情報提供者又は同条第８号に規定する条例事務関係情

報照会者若しくは条例事務関係I情報提供者(当該訂正に係る情報提供等記録に記録された

者であって、当該実施機関以外のものに限る。）に対し、通知するものとする。

（平27条例２６．－部改正）

（手数料等）

第２８条前条の規定による個人情報の開示、訂正、削除又は目的外利用等の中止に係る手

数料は、無料とする。

２前条第３項の規定により自己情報の写しの交付を受ける者は､府中市規則で定めるとこ

ろにより、当該写しの作成に要する費用を負担しなければならない。

第６章苦情の申出及び審査請求
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（平27条例３０.改称）

（苦情の申出）

第２９条何人も、実施機関に対し、自己情報の取扱いについて、苦'情を申し出ることがで

きる。

２実施機関は、前項の規定による申出があったときは、迅速かつ適切に対応しなければな

らない。

（審理手続に関する規定の適用除外）

第３０条行政不服審査法(平成26年法律第68号)第９条第１項の規定による同法第２章第

３節に規定する審理手続(同章第１節に規定する手続を含む｡）を行う者の指名は、開示決

定等に係る審査請求においては行わないものとする。

（平27条例３０．追加）

（審査会への諮問）

第３１条開示決定等について審査請求があったときは、実施機関は、次の各号のいずれか

に該当する場合を除き、速やかに府中市行政不服審査会(以下「審査会」という。）に諮問

をし、その答申を尊重して、当該審査請求についての裁決をするものとする。

（１）審査請求が不適法であり、却下するとき。

（２）裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る自己'情報の全部を開示する

こととする場合(当該自己情報の開示について反対意見書が提出されている場合を除

く。）

（３）裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る自己情報の訂正をすること

とする場合

（４）裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る自己情報の目的外利用等の

中止をすることとする場合

（平27条例３０．旧第30条繰下・一部改正）

（諮問をした旨の通知）

第３２条前条の規定により諮問をした実施機関(以下「諮問実施機関」という。）は、次に

掲げるものに対し、諮問をした旨の通知をしなければならない。

（１）審査請求人及び参加人(行政不服審査法第13条第４項に規定する参加人をいう｡以下

同じ。）

（２）請求者(請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）

（３）当該審査請求に係る自己情報の開示について反対意見書を提出した第三者(当該第
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三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。）

（平27条例３０.旧第31条繰下・一部改正）

（第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続）

第３３条第26条第２項の規定は､次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合について

準用する。

（１）開示請求に対する決定に係る第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決

（２）審査請求に係る開示決定等(開示請求に係る自己'情報の全部を開示する旨の決定を

除く。）を変更し、当該審査請求に係る自己情報を開示する旨の裁決(第三者である参加

人が当該自己情報の開示に反対の意思表示をしている場合に限る。）

（平27条例３０・旧第32条繰下・一部改正）

（審査会の調査権限）

第３４条審査会(府中市行政不服審査会条例(平成27年１２月府中市条例第29号)第６条第１

項の規定により設置する部会に審議させる場合にあっては部会。以下同じ。）は、必要が

あると認めるときは、諮問実施機関に対し、審査請求のあった開示決定等に係る自己情報

の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会に対し、その提示さ

れた自己情報の開示を求めることができない。

２諮問実施機関は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではな

らない。

３審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、審査請求のあった開示決

定等に係る自己'情報の内容を審査会の指定する方法により分類し､又は整理した資料を作

成し、審査会に提出するよう求めることができる。

４第1項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、審査請求

人、参加人又は諮問実施機関(以下「審査請求人等」という。）に行政不服審査法第29条第

２項に規定する弁明書､同法第30条第１項に規定する反論書若しくは同条第２項に規定す

る意見書又は資料の提出を求めること､適当と認める者にその知っている事実を陳述させ

ることその他必要な調査をすることができる。

５審査会は､諮問実施機関から行政不服審査法第29条第２項に規定する弁明書の提出があ

ったときはこれを審査請求人及び参加人に､審査請求人から同法第30条第１項に規定する

反論書の提出があったときはこれを諮問実施機関及び参加人に､参加人から同条第２項に

規定する意見書の提出があったときはこれを諮問実施機関及び審査請求人に､それぞれ送

付しなければならない。
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（平27条例３０.旧第35条繰上.－部改正）

（意見の陳述等）

第３５条審査会は、審査請求人等から申出があったときは、当該審査請求人等に、口頭で

意見を述べる機会を与え、又は意見書若しくは資料の提出を認めることができる。

２審査会は、前項の規定により審査請求人等から意見書又は資料が提出された場合は、審

査請求人等(当該意見書又は資料を提出したものを除く｡)にその旨を通知するよう努める

ものとする。

（平27条例３０.旧第36条繰上．－部改正）

（提出資料の閲覧等）

第３６条審査請求人及び参加人は､審査会に対し第３4条第３項若しくは第４項の規定によ

り提出された資料若しくは前条第１項の規定により提出された意見書若しくは資料の閲

覧(電磁的媒体に記録された事項にあっては、第27条第３項に規定する方法により表示し

たものの閲覧)又は当該意見書若しくは資料の写し若しくは当該電磁的媒体に記録された

事項を記載した書面の交付を求めることができる。この場合において、審査会は、第三者

の利益を害するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときでなければ､その

閲覧又は交付を拒むことができない。

２審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定による交付をしようとすると

きは、当該閲覧又は交付に係る意見書又は資料の提出人の意見を聴かなければならない。

ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。

３審査会は、第１項の規定による閲覧又は交付について、その日時及び場所を指定するこ

とができる。

４第１項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、府中市手数料条例(平成１２

年３月府中市条例第５号)に定める手数料を納めなければならない。

（平27条例３０.旧第37条繰上.－部改正）

（審議の非公開）

第３７条審査会の行う審議は、公開しない。

（平27条例３０.旧第38条繰上）

（答申書の送付等）

第３８条審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査請求人及び参加

人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。

（平27条例３０.追加）
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第７章府中市Ｉ情報公開・個人'情報保護審議会

（府中市情報公開・個人情報保護審議会）

第３９条府中市情報公開条例(平成12年９月府中市条例第27号)第34条に規定する府中市

情報公開・個人情報保護審議会(以下この条において「審議会」という。）は、第７条第２

項第９号、第８条ただし書、第９条第４項、第14条第３項第６号、第15条第１項第２号及

び第３項並びに第２4条第２項に定めるもののほか、実施機関の諮問に応じ、次に掲げる事

項を審議することができる。

（１）個人情報の保護に関する重要な事項

（２）前号に掲げるもののほか、市長が審議会に諮ることが適当と認める事項

２前項に定めるもののほか、審議会は、個人'盾報の保護について、実施機関に意見を述べ

ることができる。

第８章事業者等に対する措置

（事業者への調査、指導等）

第４０条市長は､事業者が個人に関する情報を不適正に取り扱っている疑いがあると認め

るときは、当該事業者に対して、関係資料の提出、質問その他の調査について協力を求め

ることができる。

２市長は、事業者が個人に関する,情報を不適正に取り扱っていると認めるときは、当該事

業者に対して当該行為の是正又は中止を指導し、又は勧告することができる。

（出資等法人の個人に関する情報の保護）

第４１条市が出資その他財政支出等を行う法人であって、実施機関が定めるものは、この

条例に基づく市の施策に留意しつつ､個人に関する情報の適切な取扱いを確保するため必

要な措置を譜ずるよう努めなければならない。

（個人に関する情報の保護の普及促進）

第４２条市長は、市民及び事業者において個人に関する情報の保護が図られるよう、意識

啓発その他必要な施策の普及促進に努めなければならない。

第９章雑則

（運用状況の公表）

第４３条市長は、毎年１回以上各実施機関の個人情報保護制度の運用状況を取りまとめ、

公表しなければならない。

（市長の助言等）

第４４条市長は、市長以外の実施機関に対して、個人,情報の保護について報告を求め、又
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｜ま助言することができる。

（他の法令等との調整）

第４５条他の法令等により個人情報の開示(特定個人情報の開示を除く。）、訂正、削除又

は目的外利用等の中止に関する手続が定められている場合においては､当該他の法令等の

定めるところによる。ただし、開示請求については、府中市情報公開条例の規定は、適用

しない。

（平27条例２６．－部改正）

（国等への要請）

第４６条市長は、個人に関する情報の保護を図るため必要があると認めるときは、国、他

の地方公共団体等に対して､個人に関する情報の保護に関し適切な措置を講ずるよう要請

するものとする。

（委任）

第４７条この条例の施行に関し必要な事項は、市規則等で定める。

第１０章罰則

（罰則）

第４８条実施機関の職員若しくは職員であった者､受託業務に従事している者若しくは従

事していた者又は管理業務に従事している者若しくは従事していた者が､正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録された個人情報を含む情報の集合物であって、一

定の事務の目的を達成するために特定の個人'情報について電子計算機を用いて検索する

ことができるように体系的に構成したもの(その全部又は一部を複製し、又は加工したも

のを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

（平17条例１８．－部改正）

第４９条前条に規定する者が、その業務に関して知り得た個人情報(官報、公報、白書、

新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるもの及び

府中市規則で定める市の施設において歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資

料として特別の管理がされているものを除く。）を自己若しくは第三者の不正な利益を図

る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

第５０条実施機関の職員がその職権を濫用して､専らその職務の用以外の用に供する目的

で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画、写真、フイルム又は電磁的媒体に記

録されたものを収集したときは、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

第５１条前３条の規定は、市の区域外においてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。
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第５２条偽りその他不正の手段により、開示の決定に基づく個人情報の開示を受けた者は、

５万円以下の過料に処する。

付則

（施行期日）

ｌこの条例は、平成15年８月ｌ曰(以下「施行曰」という。）から施行する。

（経過措置）

２この条例の施行の際、現に実施機関が個人情報の収集、管理又は利用をしている事務の

届出については、第９条第１項の規定中「継続して行う個人情報を取り扱う事務を新たに

開始しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を」とあるのは、「現に継続して行

っている個人情報を取り扱う事務について、次に掲げる事項を」と読み替えて、同項の規

定を適用する。

３この条例の施行の際、現に実施機関が行っている個人情報の収集、管理、利用等につい

ては、この条例の相当規定により行ったものとみなす。

（府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例の廃止）

４府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例(平成元年６月府中市条例第

１６号)は、廃止する。

（府中市電子計算機処理に係る個人,情報の保護に関する条例の廃止に伴う経過措置）

５施行日前に､府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例第17条第２項の

規定により府中市個人情報保護審査会の委員に委嘱されていた者は、施行曰以後は、この

条例第33条第２項の規定により府中市個人情報保護審査会の委員に任命された者とみな

す。

（府中市情報公開条例の一部改正）

６府中市情報公開条例の一部を次のように改正する。

第34条第１項中「府中市情報公開審議会」を「府中市情報公開・個人情報保護審議会」

に改め、同条第２項中「５人以内」を「10人以内」に改め、同条第３項を次のように改め

る。

３委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任

を妨げない。

付則(平成17年９月30日条例第18号）

この条例は、公布の曰から施行する。

付則(平成27年９月２５曰条例第26号）
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この条例中第1条の規定は平成27年10月５日から､第２条の規定は行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)附則第１条第５

号に掲げる規定の施行の曰から施行する。

付則(平成27年12月２１日条例第28号抄）

（施行期日）

ｌこの条例は、平成28年１月ｌ曰から施行する。

付則(平成27年１２月２１日条例第30号）

（施行期日）

ｌこの条例は、行政不服審査法(平成26年法律第68号)の施行の曰から施行する。

（府中市１情報公開条例及び府中市個人情報の保護に関する条例の一部改正に伴う経過措

置）

２この条例の施行の曰前に､第２条の規定による改正前の府中市'情報公開条例第19条第１

項の規定により府中市情報公開審査会に諮問し､又は第３条の規定による改正前の府中市

個人情報の保護に関する条例第30条の規定により府中市個人情報保護審査会に諮問した

事項のうち、この条例の施行の際に答申が行われていないものについては、府中市行政不

服審査会が調査審議し、答申を行うものとする。

付則(平成29年７月６日条例第15号）

この条例は、公布の曰から施行する。
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○府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

平成15年７月29日

規則第22号

改正平成17年３月３１日規則第１７号平成18年３月３１日規則第20号

平成23年４月28日規則第21号平成25年４月30日規則第36号

平成27年10月７日規則第65号平成28年３月３１曰規則第31号

（趣旨）

第1条この規則は､府中市個人情報の保護に関する条例(平成15年６月府中市条例第８号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条この規則における用語の意義は、条例の例による。

（個人情報を取り扱う事務の届出）

第３条条例第９条第１項の規定による継続して行う個人情報を取り扱う事務の届出は､個

人情報取扱事務届出書(第１号様式)により行うものとする。

（個人,情報を取り扱う事務に係る届出事項）

第４条条例第９条第１項第６号に規定する規則で定める事項は､次に掲げるとおりとする。

(1)個人'情報を取り扱う事務を行う組織の名称

(2)個人情報を取り扱う事務の根拠

(3)個人'情報を取り扱う事務を開始する年月曰

(4)個人情報の処理の方法

(5)個人｣情報の記録媒体

(6)収集禁止事項を収集する根拠

(7)個人情報の主な収集先

(8)本人以外から収集する根拠

(9)事務の委託の有無

(10）条例第９条第１項の規定により届け出た事務の目的の範囲を超えた個人J情報の利

用(以下「目的外利用」という。）又は市の実施機関以外のものへの個人'情報の提供(以

下「外部提供」という。）の有無

(11）個人情報のにＩ的外利用又は外部提供をする根拠

(12）個人情報の外部提供の提供先

(１３）個人情報を記録する主な文書、図画、写真、フィルム及び電磁的媒体(以下「文書
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等」という。）の名称

（個人情報を取り扱う事務の変更又は廃止の届出）

第５条条例第９条第３項の規定による個人情報を取り扱う事務の変更又は廃止の届出は、

個人'情報取扱事務(変更・廃止)届出書(第２号様式)により行うものとする。

（目録の作成及び閲覧）

第６条条例第９条第５項に規定する目録は､個人情報取扱事務届出書及び個人'情報取扱事

務(変更・廃止)届出書に基づき作成することとする。

２前項の目録は、府中市役所において一般の閲覧に供するものとする。

（目的外利用又は外部提供の届出）

第７条条例第１４条第３項の規定により目的外利用又は外部提供をしようとする実施機関

は、あらかじめ個人情報取扱事務(変更・廃止)届出書を市長に提出しなければならない。

（外部提供の条件）

第８条条例第14条第３項の規定により外部提供をしようとする実施機関は､外部提供を受

けるものに対し、次に掲げる事項を遵守するよう求めなければならない。ただし、事務の

性質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。

（１）外部提供を受けることにより知り得た秘密の保持

（２）申請目的以外の利用の禁止

（３）承認を受けたもの以外への提供の禁止

（４）複写又は複製の禁止

（５）利用期間終了後の返還又は廃棄

（６）事故発生時における報告

（７）その他個人情報の保護に関し実施機関が必要と認める事項

（開示請求等の手続）

第９条条例第23条第４号に規定する府中市規則で定める事項は､次に掲げるとおりとする。

（１）請求年月曰

（２）請求者の連絡先

（３）条例第16条第１項の規定による自己情報の開示の請求(以下「開示請求」という。）

にあっては、開示の方法

（４）条例第16条第２項(条例第20条第２項､第21条第２項及び第22条第２項において準用

する場合を含む。）の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人又は本人の委

任による代理人(以下「代理人」と総称する。）が請求をする場合にあっては、当該請求
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に係る自己情報の本人の氏名、住所、連絡先及び代理人により請求する理由

（５）条例第20条第１項の規定による自己情報の訂正の請求(以下「訂正請求」という。）

にあっては、訂正を求める理由

（６）条例第21条第１項の規定による自己'情報の削除の請求(以下「削除請求」という。）

にあっては、削除を求める理由

（７）条例第22条第１項の規定による自己'情報の目的外利用及び外部提供の中止の請求

（以下「中止請求」という。）にあっては、中止を求める理由

２条例第23条に規定する請求書の提出は、自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求書(第

３号様式)により行うものとする。

（平27規貝'１６５．平28規則３１．－部改正）

（開示請求等の請求者の確認）

第１０条条例第23条及び第２7条第２項に規定する本人又はその代理人であることを明ら

かにするために必要な書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）官公署の発行した写真のはり付けてある身分証明書、免許証その他本人又は代理人

本人であることを証明できる書面

（２）実施機関が、本人確認のため請求者に対し照会した文書

（３）前２号によりがたい場合は、客観的に本人又は代理人本人であることを証明できる

書面

２前項の書類のほか、代理人は、代理関係を確認するための戸籍謄本その他代理人の資格

を証明する書面を提出しなければならない。

（平27規則６５．平28規貝１１３１．－部改正）

（未成年者の確認書の提出）

第１１条実施機関は、未成年者の代理人による開示請求がなされた場合であって、当該未

成年者が満１５歳に達しているときは､開示することが条例第17条第６号の規定に該当する

かどうかの判断に当たり、当該未成年者に開示についての確認書(第４号様式)の提出を求

めることができる。

２前項の確認書の提出を求めたにもかかわらず､提出がない場合は、条例第17条第６号に

該当するものとみなす。

（平27規則６５．－部改正）

（開示決定等の通知）

第１２条条例第25条第２項の規定による開示決定等の通知は、自己情報(開示・訂正・削
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除・中止)請求決定通知書(第５号様式)により行うものとする。

２条例第25条第３項の規定による開示決定等の延長の通知は、自己情報(開示・訂正・削

除・中止)請求決定期間延長通知書(第６号様式)により行うものとする。

（意見書を提出できる第三者への通知等）

第１３条条例第26条第１項に規定する府中市規則で定める事項は､次に掲げるとおりとす

る。

（１）開示請求に係る自己情報に含まれる第三者に関する情報の内容

（２）開示決定に先立ち意見書を提出することができる旨

（３）意見書の提出期限

（４）意見書に記載すべき事項

（５）意見書の提出先

２条例第26条第１項の規定による意見書を提出する機会を与えるための通知は､開示請求

に関する意見照会書(第７号様式)により行うものとする。

３条例第26条第１項に規定する意見書の提出は､開示決定に係る意見書(第８号様式)によ

り行うものとする。

４条例第26条第２項に規定する開示請求を認める決定をした旨及びその理由並びに開示

をする曰に係る第三者に対する通知は､開示決定に係る通知書(第９号様式)により行うも

のとする。

（平27規則６５.平28規則３１．－部改正）

（開示の実施方法）

第１４条条例第27条第２項の規定による自己情報の開示に当たっては､実施機関の職員が

立ち会うものとする。

２実施機関及び自己」情報の開示を受けようとする者は､条例第25条第１項の規定による開

示の決定を受け、第12条の自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求決定通知書により通知

された開示の日時又は場所を変更しようとするときは､開示の曰の前曰までに連絡するも

のとする。

３実施機関は､条例第27条第３項の規定により視聴又は閲覧の方法により自己情報の開示

を受け、又は受けようとする者が、当該視聴又は閲覧に係る個人情報が記録されている物

を汚損し、若しくは破損し、又は当該個人'情報を損傷するおそれがあると認めるときは、

当該視聴又は閲覧の中止を命ずることができる。

４月己』情報の開示を行う場合において、文書等の写しを交付するときの交付部数は、開示
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請求に係る自己'情報１件名につき1部とする。

（電磁的媒体に記録された自己'情報の開示方法）

第１５条条例第27条第３項の規定による電磁的媒体(ビデオテープ及び録音テープを除く。

以下この条において同じ。）に記録された自己情報の開示は、電磁的媒体に記録された当

該自己情報に係る部分を印刷物として出力したものの閲覧又は交付により行うものとす

る。

２前項の規定にかかわらず､電磁的媒体に記録された当該自己情報に係る部分をディスプ

レイに出力したものの視聴が容易であるときは､電磁的媒体に記録された当該自己情報の

視聴により開示を行うことができる。

（自己情報の訂正等の通知）

第１６条条例第27条第５項の規定による自己'情報の訂正､削除又は目的外利用等の中止に

係る通知は、請求者に対しては自己'情報(訂正・削除・中止)通知書(本人用）（第10号様式）

により、目的外利用をしているもの又は外部提供を受けているものに対しては自己情報

（訂正・削除・中止)通知書(利用者用）（第11号様式)により行うものとする。

（写しの作成費用等）

第１７条条例第28条第２項の規定による自己情報の写しの作成に要する費用の額は､別表

に定めるとおりとする。

２前項の自己情報の写しの送付を希望する者は､送付に要する費用として当該自己情報の

写しの送付に要する郵便料金の額を負担するものとする。

３条例第28条第２項及び前項の費用は､自己情報の写しの交付を受けるときまでに納付し

なければならない。

（審査会に対する諮問の通知）

第１８条条例第32条の規定による諮問のための通知は、審査会諮問通知書(第12号様式）

により行うものとする。

（平28規則３１．－部改正）

（意見書の閲覧等）

第１９条条例第36条第１項の規定により府中市行政不服審査会(以下「審査会」という。）

に提出された意見書若しくは資料の閲覧(電磁的記録にあっては、記録された事項を条例

第27条第３項に規定する方法により表示したものの閲覧)又は当該意見書若しくは資料の

写し若しくは当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を請求しようとす

る者は、審査会提出資料等閲覧・交付請求書(第13号様式)を市長に提出しなければならな
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い。

２審査会に対し、諮問を行った実施機関は、前項の審査会提出資料等閲覧・交付請求書が

提出されたときは、速やかに当該閲覧又は交付の諾否を決定し、審査会提出資料等閲覧・

交付承諾通知書(第14号様式)、審査会提出資料等閲覧・交付一部承諾通知書(第15号様式）

又は審査会提出資料等閲覧・交付不承諾通知書(第16号様式)により、当該請求者に通知す

るものとする。

（平28規則３１．－部改正）

（事業者に対する勧告）

第２０条条例第40条第２項の規定により勧告する場合は、当該事業者に対し、当該勧告の

理由その他必要な事項を記載した書面を交付しなければならない。

（出資等法人）

第２１条条例第41条に規定する市が出資その他財政支出等を行う法人であって､実施機関

が定めるものは、次に掲げるとおりとする。

（１）府中市土地開発公社

（２）公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社

（３）公益財団法人府中文化振興財団

（４）社会福祉法人府中市社会福祉協議会

（５）公益社団法人府中市シルバー人材センター

（平18規則２０．平23規則２１．－部改正）

（個人に関する情報の適切な取扱いを確保するための措置）

第２２条条例第41条に規定する個人に関する情報の適切な取扱いを確保するための必要

な措置は、次に掲げるとおりとする。

（１）開示請求、訂正請求、削除請求及び中止請求(以下「開示請求等」という。）を含め、

条例及びこの規則の内容に準じた内部管理規程を設けること。

（２）個人に関する'情報の保護の重要性を職員に認識させるための教育を行い、指導及び

監督に努めること。

（３）電子計算組織により個人1情報を処理するに当たり、十分な安全対策を講ずること。

（運用状況の公表）

第２３条条例第43条の規定による運用状況の公表は､次に掲げる事項を市広報に掲載する

ことにより行うものとする。

（１）個人１情報の取扱事務の届出状況
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（２）目的外利用及び外部提供の状況

（３）開示請求等の状況

（４）審議会への諮問の状況

（５）審査請求の状況

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

（平28規則３１．－部改正）

（適用除外とされる個人J情報を管理する市の施設）

第２４条条例第49条の府中市規則で定める市の施設は、次に掲げるとおりとする。

（１）府中市立中央図書館

（２）府中市郷士の森博物館

（３）府中市美術館

（４）府中市立ふるさと府中歴史館

（５）その他これらに類する施設

（平23規貝１１２１．－部改正、平25規則３６.旧第25条繰上）

（雑則）

第２５条この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

（平25規則３６．旧第26条繰上）

付Ｈｌｌ

（施行期日）

lこの規則は、平成15年８月１日から施行する。

（府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例施行規則の廃止）

２府中市電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する条例施行規則(平成元年６月府中

市規則第27号)は、廃止する。

（府中市』情報公開審議会規則の一部改正）

３府中市情報公開審議会規則(平成13年３月府中市規則第13号)の一部を次のように改正

する。

題名を次のように改める。

府中市情報公開・個人情報保護審議会規則

第１条中「府中市情報公開審議会」を「府中市情報公開・個人情報保護審議会」に改め

る。

第２条を次のように改める。
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（審議会の構成）

第２条審議会は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する委員をもって組織す

るものとする。

（１）公募による市民３人以内

（２）民間の団体の構成員３人以内

（３）学識経験を有する者４人以内

付則(平成17年３月３１日規則第１７号）

この規則は、平成１７年４月ｌ曰から施行する。

付則(平成18年３月３１日規則第20号）

この規則は、平成18年４月１日から施行する。

付則(平成23年４月28日規則第21号）

この規則は、公布の曰から施行し、この規則による改正後の第21条及び第２5条の規定は、

平成23年４月ｌ曰から適用する。

付則(平成25年４月30日規則第36号）

この規則は、公布の曰から施行する。

付則(平成27年１０月７日規則第65号）

この規則は、公布の曰から施行する。

付則(平成28年３月３１日規則第31号）

この規則は、平成28年４月１日から施行する。

別表(第17条）

（平28規則3］・一部改正）

自己'情報の写しの作成に要する費用の額

3４

種類 写しの作成の方法 金額

文書、図画、写真 乾式複写機による写し(単色

刷り）

乾式複写機による写し(多色

刷り）

1枚につき１０円

1枚につき２０円

フイルム 印刷物として出力したもの

の写し

１枚につき１０円

電磁的記録 印刷物として出力したもの

の写し

1枚につき１０円
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第１号様式(表)(第3条）

年月日

個人情報取扱事務届|｣l書

府Il1iIT長

一部 課長

府中市個人情綴の保護に関する条例第9条第１頃の規定により、次のとおり届け出ます。

￣

3６

ｌ事務の紹称

２事務の｢|的

３事務の根拠

４霜務を開始する

年'１１］
年月日

５雫務の対象者･と

なる個人の範囲

６
個
人
備
報
の
内
容

(1)蕊本的事項

ロ氏fｉ□住所□性別

□生年月日□年齢□電話番号･メールアドレス

□金融機関の口座番号□個人番号□その他個人を識別する番号

(2)家族状況等

□家族状況□親族関係・配偶者の有無

(3)１１t会生活

□学校`in・学歴□職業・職歴□成績ｂ評価

□資格・処罰□財.産､･収入□住居の状況

□公的扶助□その他

(4)収集禁''二項脹Ｉ

□思想・信条・信教□社会的差別の原因となる事実

□犯罪に関する事項□病歴その他心身に関する事項

７個人情報の処理の方法

□情銀システム韓□情報システム等以外

８個人情報の記録媒体

□文書□図画□写真

－－－口－フィルム－－－□サーバ機器等□パソコン機器等一一一一一

□r1l搬記録媒体（ ）

□その他（ ）
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鰯1号様式(裏）

3７

９収集禁1ｔ事:項を収集する根拠

□法令等(法令等の名称

□審議会意見

' ）

10個人情鞭のiﾐな収集先

□本人

□ｚ１Ｋ人以外

巴
他の実施機関□国・地方公共団体

民間・私人

その他（

１１本人以外から収集する根拠

□本人の|司意□法令等※□出版、報道等

□緊急□所在不明等□争訟等

□他の実施機関□国・地方公共団体□審議会意見

※法令等の名称（ ）

１２事務の委託のｲT無

ロイ｢り□無し

1３ 月''1ｸ外利用の有無

□有り□無し

Ｉ４ｒｌ的外利用をする根拠

□本人の同意□法令等※□出版、報道等

□緊急□実施機関内

□海難会意見

※法/令等の名称（ ）

１５外部提供の有.無
「

ロイ1~り□無し

心

「
ﾄ

ノ

１６外部提供をする根拠

ロノＩＩＥ人の同意□法令等※□Ｕ|版、報道等

□緊急□他の実施機関、国、地方公共団体

□審議会意見

※法令等の名称（）

１７外部提供の提供先

□IEI・地方公共lifl体□出資団体等□公共的団体

□民間・１yd人

１８個人情澱を記録する主な文響等の名称
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鮪2器様式(第5条）

年月日

個人情報取扱事務(変更・廃止)届出書

府中''７長

部課長

府lI1llillm人情報の保繊に関する条例第9条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

3８

ｌ届({｣の区分 □変更 □廃止

□目的外利川・外部提供の開始

２個人情鰍を

取り扱 つ

事務の名称

３ 変更、目的外

利用・外部

提供の内容

変更前 変更後

'１変更、廃I上

|]１１１勺外利１１１

、

●

外部提供の

開始の理由

ひ 変虹、廃ＩＬ

ｆＩ的外利用

、

●

外部提供の

開始年月日

年月「１

６傭考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鯖3瀞様式(犬)(第9条）

ｎ'二L情報(開示・訂正・削除・中I上)請求書

年月日
●

府''１市長

請求者住所

氏名

電話番号

府ＩＩ１ｉｌｉｌ１ｉｌ人情'4Mの保瀧に関する条例:第23条第１項の規定に基づき、次のとおり請求します。

3９

ｌ請求内需の区分
□閲覧□視聴□写しの交付

□訂正□削除□・目的外利用・外部提供の中止

２請求に係る自己情報の内容

３訂11=、lqill除及びtl的外利用・外

部提供の中I上を求める理由

４請求に係る、已怜

縦の本人のIMi等

※当該本人の代印

人による請求の場

介に記減して<だ

さい。

氏名

(1：所

連絡先

代卵人に

より請求

するHＭＩ

□未成･年者(15歳未満）□未成年者(15歳以'二）

□成f'三被後見人

□その他（ ）

５個人番号の有無 □個人番号を含む□個人番号を含まない

６Ｍi拷

※iii1i求者の本人確認
□運iiiEt免許□パスポート□個人番号カード

□その他（）

※代H'1人確認
□戸鰭勝本□住民票□識記事項証明書

□委任状□その他（）

※訂１１２根拠 □提出□提



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

縮:リサ･様式(裏）

ｌ該当する□にし印を記入してください。

２請求に係る自己情報の内容ＩＮＩには、請求をしようとする自己情報が特定できるよう具

体的に記入してください。

３請求を行う際には、請求に係る自己情報の本人であることを証する書類を提示又は提

｜Ⅱしてください。

４訂正の請求をするリオ合は、訂正すべき自己情報の内容が誠っていることを証する書類

を提示又は提川してください。

５代理人が諭求する場合は、代理権を有することを証する脅類を添付してください。

６※Ｈｉｌｌには、何も記入しないでください。

4０



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

姉4号･様式(第１１条）

第号

ffH月日

様

回府中市長

別紙自己情報開示請求書の写しのとおり、あなたの代瓦1人である様から、

年月１１付けで請求のあったあなたの自己情報の開示について、次の開示

についての確認書によりあなた1:1身の意思を確認いたします。

ごlfl身で「Ｉｒｉｌ意します。」、「同意しません。」のいずれかを○で囲んで、住所及び氏

攪lriをご記入の上、年月１２１までに返送してください。

なお、開示に同意された場合であっても、府中市個人情報の保護に関する条例第17条の

規定により非開示となる場合があります。

開示についての確認書

私の代即人が私に代わって別紙自己情報開示請求書の写しのとおり請求

した秘の、ＬＬ情報について開示することに

同意します。 ･同意しません。

｢同意します`」、「同意しません。」のいずれかを○で囲んでください。）

年月ロ

住所

氏ｆ，

(氏ﾂﾔiは、必ずごｒ１身で記入してください。）

4１



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

箱５３.様式(表)(第12条）

第号

年月日

様

回府中市長

自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求決定通知書
へ

イ|ミノ１日付けで請求のあった自己情報(開示・訂正・lliIl除・中止)請求については、

次のとおり決定しましたので､府!+lil7IiM人情IiMの保護に関する条例第25条第２項の規定により通知しま

す。

注ｌこの皿知諜を持参の１２、指定のロ時に指定の場所にお越しください。

２指定の日時に来られない場合には、事前にその旨を電話等で事務担当１MNまで連絡してください。

4２

ｌｉ１１ｉ求IW1Sの区分
□閲I魔□視聴□写しの交付

□訂正□削除□Ｌ１的外利用ｂ外部提供の中止

ワ
ー 請求に係る|:1己情報のlﾉﾘ瀞

:ｌ決定|ﾉｿﾞ存

□請求を認める決定

□請求の一部を認める決定

□請求を認めない決定

□請求を拒否する決定

□１１該自己情報を保有していない旨の決定

４決定したＨＩｌ山及びその部分

、 開，]〈の11時及び場所

Ｉ

６１%1,1《できる予定の期卜１
’

７１W務１１１２'1課
◆

８備考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鋪5号様式(奥）

稀査請求及び取梢訴一訟

ｌこの処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３かⅡ以内に、Wl1ifi長に対して審査請求をすることができます。

２この処分については、ｌの辮査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌ロ

から起算して6か月以内に、府１１１市を被告として(訴訟において府'１j市を代表する者は府

’''''７長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、ｌの審査

請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った'1の翌Ｈから起算して6か月以内に提起することができます。

３ただし、ｌか2の期間が経過する前に、この処分(審査請求をした場合には、その審査

請求(こ芥ける裁決)があった日の翌日から起算して1年を経過した場合はい審査請求をす

ることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、ｌか2の期間やこの処分(審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決)があった日の翌日から起算して1年を経過した後であっても審査請求をすること

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場ｾﾞﾅがあります。

”､

●

4３



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第６号様式(第12条）

第珍

年月ﾛ

様

回府中市長

自己情報(開示・訂正・削除・中止)請求決定期間延長通知書

年ノ］Ｈ付けで講求のあった自己情報(開示・訂正・バリ除・中止)請求については、

次の即111によ'l)その決定期間を延長しますので、府中市個人情報の保謹に関する条例第25条第３項の

規定により通知します。

4４

ｌ請求内容の区分

屯も

□閲覧□視聴 □写しの交付

□訂正□削除□目的外利ｌＨ・外部提供の中''二

２請求に係る111己情報の内容
０

３決定191問

(条例第25条第１項）

'１延長後の決定期間

(条例第25条第３項）

５延長のRl1山

６粥務If1pl1課

７Ｍi号



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第７号様式(第13条）

第号

年月ロ

、

様

回府中市長

開示請求に関する意見照会書

年月１１付けで、次のとおり、に関する情報が含まれた公

文瀞についてＲ己情報の開示請求がありました。この開示請求に係る開示の決定について

ご意見がある場合は、府中市個人情報の保識に関する条例第26条第１項の規定により、開示

請求に対する決定に先立ち意見を述べることができますので、別紙開示決定に係る意見書

により［１１瀞してください。

ｉ１ｉｌこの意)iL照会は、｜胤示請求のあった個人情報等を開示するかどうかの決定を行う際

に､,参弩とするために行うものです。

２１｢11梓期限までに開〉i§決定に係る意見醤の提出がない場合は、意見照会の乖統を終結し

主すｃ

4５

Ｉ公文課の件名

２公文書のうち意見!!《会をする

部分の内容
●－

３１〔jl鱒j1J1限

､４事務祖当裸
Ｐ

hL響提出先）

５１ili考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

筋8号様式(第13条）

年月日

府中市長 Ｔ

提出者住所

氏名

（法人その他の団体にあっては、その名称、事務所又は

事業所の所在地及び代表者氏名を記入してください。）

連絡先氏名

電話瀞号

（法人その他の団体にあっては、担当者その他連

絡可能な方を記入してください。）

し

OII承決疋に係る意兄書

年ノＩロ付けで照会のありました件について、次のとおり回答します。

※該ｿｉする□にし印を記入してください。

4６

ｌ公文鍔の件`Yｉ

２１%|示に対する反対意兄の有無 □有 □ iHB
■､Ｃ、

３意兇

(開示に反対する理111）

い
●

Ｇ

｛

'ｌＯＩｌｉ弩



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第９５.様式(第13条）

第号

年月日

搬

回府中市長

開示決定に係る通知書

イド）］日付けで意見書の提出がありましたに関する情報

が含まれた公文書については、次のとおり開示することを決定しましたので、府中市個人

情報の保謎にＩＩＬＩする条例第26条第２項の規定により通知します。

ｌこの処分に不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か)]以内に、府中市長に対して審査請求をすることができます。

２この処分については、ｌの審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日か

ら超1;1[して6か月以内に、府'１１｢'1を被告として(訴訟において府【Ｉ１ｒｌｉを代表する者は府'１]市

長となります”）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、ｌの審査請求を

した場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った

１１の翌１１から起算して6か月以内に提起することができます。

３ただし、ｌか2の期Wl1が経過する前に、この処分(審査請求をした場合には、その審資請

求に対する絃決)があったL1の翌ロから起算して1年を経過した場合は、審査請求をするこ

とや処分の取ii1Lの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があると

きは、ｌか2の期１１１１やこの処分(辮査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決)が

あった１１の親｢1から起算して1年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取

ii1iしの訴えを提起することが認められる場合があります。

4７

ｌ公文書の件端

２閲,j〈決定の区分 □開示□一部開示

３１)W求決定をしたＨ１!｢１１

４１洲l示をする}」

、 』|\務扣Ｊ１裸

６備考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第10号･様式(第16条）

第号

年月ロ

様

回府中市長
、

l：l己情報(訂正・削除・中止)通知書(本人用）

年ノミ１１]付けのＦ１己情報(訂正・削除・中l上)請求決定通知書により通知したとおり、

あなたの、己情報について、吹のとおり(訂ｉＥ・削除・中止)を実施しましたので、府中市個人情報の

保護に|Ｈ１する条例第27条第５項の規定により通知します。

4８

◆

ｌ請求内奔の区分 □訂TＥ□削除□「I的外利用・外部提供の中止

２請求に係る目LL情報の内容
」●

３訂IIi、ｉｉＩｌ除及び|ﾐ|的外利用

外部提供の中止の内容

●

４実施をしたⅡ

５９１１:務根当裸

６備拷



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

鋪11号様式(第16条）

第

年月

Ｃ

Ｍ
石
ｎ
門
←

様

回府中市長

E1己情報(訂正・削除・中止)通知書(利用者用）

目的外利川・外部提供をしている個人情報について、次のとおり(訂正．削除・中止)を実施しまし
□

たので、府,１１市個人情報の保識に関する条例第27条第５項の規定によりお知らせします

4９

ｌ講求内容の|Ｘ分 □ 訂正□削除□Ｅｌ的外利用・外部提供の中Ｉ上

ウ
ー 請求に係る自己情iiMの内容

３訂11：､iliIl除及び目的外利用

外i柵提供の中止の内奔

●

’１戈施をした上Ｉ

５事務机J1課

６備考



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第12号･様式(第18条）

第

年月

ＩＤ

ﾉンー

ロ

様

回府中市長

審査会諮問通知書

（1L二月１１付けの審査請求については、次のとおり府中市行政不服審査会

に論問しましたので、府中市個人情報の保溌に関する条例第32条の規定により通知します。

5０

ｌ審査I諦求に係る佃人情報の内

存等

２審査請求の内容

３瀞'111をした日
し

〆

'１Ｍ]:務}I1pl1課 ／

５備:琴



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

）

鱗13号様式(第19条）

審査会提出資料等閲覧・交付請求書

年月日

府中市長

請求者住所

氏名

電話番号

次のとおり、府'|]市行政不服審査会に提出された意見書又は資料の閲覧・交付を請求し

ます＠．

※該〕!｛する□にし印を記入してください。

Ｉ．

5１

ｌ請求する意見書又は資料の件

狢又は内容

２請求の厩分 □閲覧□写しの交付

３備考
●



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第''1号様式(第19条）

第．

年月

号
口

様

画府中市長

辮査会提出資料等閲覧・交付承諾通知書

年月ロ付けの審査会提出資料等閲覧・交付請求については、次のとお

り承識することとしましたので通知します。

注ｌこの通知書を持参の｣二、指定の日時に指定の場所にお越しください鯵

２指定の｢1時に来られない場合には、事前にその旨を電話等で事務担当課まで連絡して

ください。

5２

ｌ稀ｲ!i§会提什I資料等の件瑞又は

Iﾉ､l容

２１則覧又は交付の卜1時及び場所

３市務担】Li訓（

４１iii弩



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

筋15号様式(第19条）

第号

午月ﾛ

様

画府中市長

審査会提出資料等閲覧・交付一部承諾通知書

年月Ⅲ付けの審査会提出資料等閲覧・交付請求については、次のとお

り-部承諾することとしましたので通知します。

川この通)wl評を持参の１２、指定のｌｊ時に指定の場所にお越しください。

２指定の日時に来られない場合には、事前にその旨を電話等で事務担当課まで連絡して

ください。

ノー－Ｊ

5３

ｌ審査会提}11資料等の件紹又は

内雰

２－部承諾とする剛由

７

３閲覧又は交付の|]時及び場所

４事務担当裸

５Ⅲ#弩
●



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

｢￣

鋪16号･様式(鋪19条）

第

年月

雁Ｕ

ﾌミア

ロ

様

回府中市長

審喬会提出資料等閲覧・交付不承諾通知讐

年月１１付けの審杳会提出資料等閲覧・交付請求については、次のとお

り不承識とすることとしましたので逆知します。

5４

￣、

１榊襟会提出溢料等の('|:狢又は

'八1存

２イ<'良識とする即ｉｔｌ

３喪務机当裸

イＭｉ弩

●



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第１号様式(表）（第３条）

（平27規則６５．全改）

第１号様式(裏）

（平27規則６５．全改）

第２号様式(第５条）

第３号様式(表）（第９条）

（平28規則３１.全改）

第３号様式(裏）

（平28規則３１．全改）

第４号様式(第１１条）

（平28規則３１．全改）

第５号様式(表）（第12条）

（平28規則３１.全改）

第５号様式(裏）

（平28規則３１.全改）

第６号様式(第12条）

（平28規則３１．全改）

第７号様式(第１３条）

（平28規則３１.全改）

第８号様式(第13条）

（平28規則３１.全改）

第９号様式(第13条）

（平28規則３１.全改）

第１０号様式(第16条）

（平28規則３１．全改）

第１１号様式(第16条）

（平28規則３１.全改）

第１２号様式(第18条）

（平28規則３１．全改）

第１３号様式(第19条）

（平28規則３１.全改）

5５



府中市個人情報の保護に関する条例施行規則

第１ ４号様式(第19条）

（平28規則３１．全改）

５号様式(第19条）

（平28規則３１．追加）

6号様式(第19条）

（平28規則３１.追加）

第１

第１

5６



府中市情報公開・個人情報保護審議会規則

○府中市情報公開・個人情報保護審議会規則

平成13年３月28日

規則第１３号

改正平成15年７月29曰規則第22号

（題名改正）

（趣旨）

第１条この規則は、府中市情報公開条例(平成12年９月府中市条例第27号。以下「条例」

という。）第34条第４項の規定により、府中市情報公開・個人情報保護審議会(以下「審議

会」という。）の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。

（平15規則２２．－部改正）

（審議会の構成）

第２条審議会は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命する委員をもって組織する

ものとする。

（１）公募による市民３人以内

（２）民間の団体の構成員３人以内

（３）学識経験を有する者４人以内

（平15規則２２．全改）

（会長）

第３条審議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

３会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、委員のうちからあらかじめ会長が指

名する者がその職務を代理する。

（招集及び運営）

第４条審議会は、会長が招集する。

２審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。

（雑則）

第５条この規則に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会

に諮って定める。

付則
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この規則は、平成13年４月１日から施行する。

付則(平成15年７月29曰規則第22号抄）

(施行期日）

この規則は、平成15年８月１日から施行する。1
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